
(1)　利子所得等の課税状況

支 払 金 額 源泉徴収税額
障害者等非課税・
財形貯蓄非課税分
支 払 金 額

その他非課税分等
支 払 金 額

支 払 金 額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

9,419,976 1,442,214 348,959 43,232,865 53,001,801 1,442,214

6,290,101 917,972 67,312 1,890,612 8,248,025 917,972

銀 行 預 金 32,553,586 4,940,536 475,775 3,447,480 36,476,840 4,940,536

銀行以外の金融機関の預金 49,651,820 7,604,176 789,638 10,747,662 61,189,120 7,604,176

その他勤務先預金等の利子 5,936,886 909,506 11,564 39 5,948,489 909,506

270,441 41,266 4,223 1,723 276,387 41,266

169,487 25,292 4,709 98,380 272,577 25,292

3,543,278 530,518 71,703 7,495,306 11,110,287 530,518

107,835,575 16,411,481 1,773,883 66,914,068 176,523,525 16,411,481

4,488,107 652,416 － 661,635 5,149,742 652,416

981,610 158,377 917,487 － 1,899,097 158,377

46,164 7,070 － － 46,164 7,070

113,351,455 17,229,344 2,691,369 67,575,703 183,618,527 17,229,344

（注）１　「障害者等非課税・財形貯蓄非課税分」は、所得税法第10条（障害者等の少額預金の利子所得等の非課税）、租税特別措置法第４条（障害者等

　　　　の少額公債の利子の非課税）、第４条の２（勤労者財産形成住宅貯蓄の利子所得等の非課税）及び第４条の３(勤労者財産形成年金貯蓄の利子所

　　　　得等の非課税)に規定する非課税分である。

　　　２　「その他非課税分等」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）、租税特別措置法第５条（納税準備預金の利子の非課

　　　　税）及び第８条（金融機関等の受ける利子所得等に対する源泉徴収の不適用）等に規定する非課税分のほか、租税特別措置法第９条の３の２第１

　　　　項に規定する支払の取扱者を通じて支払われたものも含まれている。

　　　３　「課税分」には、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

　　　４　「特定公社債等の利子等（源泉徴収義務特例分）」は、租税特別措置法第９条の３の２の規定による、支払の取扱者が所得の支払者に代わって

　　　　源泉徴収を行い、国に納付する特例分である。

　　　５　「割引債の償還差益」の「支払金額」及び「源泉徴収税額」は、租税特別措置法第41条の12（償還差益等に係る分離課税等）及び第41条の

　　　　12の２（割引債の差益金額に係る源泉徴収等の特例）に規定する課税分であり、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

定 期 積 金 の 給 付 補 て ん 金 等

匿名組合契約等に基づく利益の
分 配 、 生 命 保 険 等 の 差 益

割 引 債 の 償 還 差 益

計

調査対象等：　この表は、平成28年２月から平成29年１月までに利子等の支払者から提出された「利子等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

社 債

預貯金

合 同 運 用 信 託 の 収 益 の 分 配

公社債投資信託の収益の分配等

特 定 公 社 債 等 の 利 子 等
（ 源 泉 徴 収 義 務 特 例 分 ）

小　　　　　計

３－３ 所得種類別課税状況

区　　　　　分

課　　税　　分 非　課　税　分　等 合　　　　　計

公 債

関東信越国税局
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(2)　配当所得の課税状況

非 課 税 分 等

支払金額 源泉徴収税額 支払金額 支払金額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円

剰余金又は利益の配当、剰余金の分
配、基金利息の分配、特定投資法人の
投資口の配当等

481,848,153 93,188,720 133,192,298 615,040,451 93,188,720

2,740,730 419,743 9,841,160 12,581,890 419,743

源泉徴収選択口座内配当等 127,883,454 19,578,856 － 127,883,454 19,578,856

計 612,472,336 113,187,318 143,033,458 755,505,794 113,187,318

（注）１　「非課税分等」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）に規定する非課税分のほか、租

　　　　税特別措置法第９条の３の２第１項に規定する上場株式等の配当等で国内における支払の取扱者を通じて支払われ

　　　　たもの、租税特別措置法第９条の８（非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得の非課税）及び租税特別措置

　　　　法第９条の９（未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得の非課税）に規定する非課税分である。

　　　２　「課税分」には、個人のほか法人の受取分も含まれている。

　　　　　　において契約不履行等事由が生じた場合の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

区　　　　　分
課　税　分 合 計

投資信託（公社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託を除く。）及び特
定受益証券発行信託の収益の分配等

調査対象等：　この表は、平成28年２月から平成29年１月までに配当等の支払者から提出された「配当等の所得税徴収高計

　　　　　　算書」及び「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等・未成年者口座等

関東信越国税局
源泉所得税３
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（３）特定口座内保管上場株式等の譲渡所得等の課税状況

千円 千円

87,737,081 13,412,126

調査対象等：　平成28年２月から平成29年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出された
　　　　　　「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等・未成年
　　　　　　者口座等において契約不履行等事由が生じた場合の所得税徴収高計算書」に基づいて作成
            した。

区　　　　　　　分
源 泉 徴 収 選 択 口 座 内
調 整 所 得 金 額 等

源　泉　徴　収　税　額

源 泉 徴 収 選 択 口 座 内 保 管
上 場 株 式 等 の 譲 渡 所 得 等

関東信越国税局
源泉所得税３
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（４）給与所得及び退職所得の課税状況

支払金額 源泉徴収税額 支払金額 源泉徴収税額 支払金額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,500,599,002 127,701,282 21,770,257,631 776,184,839 25,270,856,633 903,886,121

6,410,526 238,175 131,389,188 2,526,438 137,799,714 2,764,613

3,507,009,528 127,939,457 21,901,646,819 778,711,277 25,408,656,347 906,650,734

199,580,776 1,650,738 403,895,885 15,926,061 603,476,661 17,576,799

－ － － 20,439 － 20,439

調査対象等：

用語の説明：１

２

３

退 職 所 得

災 害 減 免 法 に よ り
徴 収 猶 予 し た も の

俸給・給料・賞与

日雇労働者の賃金

計

給与等の支払者から平成29年４月30日までに提出された「法定調書合計表（給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収
票）」及び平成28年２月から平成29年１月までに提出された「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書」に基づいて作成し
た。

「徴収猶予」とは、通常の法定納期限に徴収しないで、一定の期間徴収手続を猶予することをいう。したがって、一定の
期間、納期限を延長する、いわゆる延納制度とは異なるものである。

「法定調書」とは、所得税法の規定により税務署長に対して、その提出を義務付けられている書類をいい、原則として翌
年１月31日までに提出することになっている。法定調書の種類は多数にのぼっており、例えば、①利子等の支払調書、②配
当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書、③報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書、④給与所得の源泉徴収票、⑤非居
住者に支払われる給与、給付及び役務の報酬の支払調書がある。

給 与 所 得

区　　　　　分
官 公 庁 そ の 他 合 計

「官公庁」とは、政府機関、地方公共団体及びこれらの関係機関（所得税法別表第一に掲げる法人等のうち、公社、公
団、公庫、事業団、日本政策金融公庫、国立大学法人等、国・地方公共団体が全額出資しているもの及び行政執行法人をい
う。）を集計したものである。

関東信越国税局
源泉所得税３
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（５）報酬・料金等所得の課税状況

31,140,048 3,566,921

152,397,785 21,250,042

131,508 11,392

90,043,258 6,646,161

5,538,171 579,105

20,915,842 1,248,855

3,682,621 289,158

303,849,233 33,591,634

（ 公 的 年 金 等 ） 78,259,934 573,922

（ 生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 ） 92,893,362 1,324,872

（ 馬 主 が 受 け る 競 馬 の 賞 金 等 ） 450,232 18,052

475,452,762 35,508,480

－ 11,111

法 第 207 条 該 当

法 第 203 条 の ２ 該 当

災 害 減 免 法 に よ り 徴 収 猶 予 し た も の

法 第 174 条 該 当

バ ー 、 キ ャ バ レ ー の ホ ス テ ス 等 の 報 酬 又 は 料 金

　小　　　　　　　　　計　

原 稿 料 、 作 曲 料 、 放 送 謝 金 、 講 演 料 等 の 報 酬 又 は 料 金

法
　
第
2
0
4
条
　
該
当

区　　　　　　　　　　分

契 約 金 ・ 賞 金

支　払　金　額

千円

調査対象等： 　報酬・料金等の支払者から、平成29年４月30日までに提出された「法定調書の合計表(報酬・料金・契約金及び賞金の
支払調書)」及び平成28年２月から平成29年１月までに提出された「報酬・料金等の所得税徴収高計算書」等に基づいて
作成した。

計

職 業 野 球 の 選 手 、 騎 手 、 外 交 員 等 の 報 酬 又 は 料 金

芸 能 等 に つ い て の 出 演 、 演 出 等 の 報 酬 又 は 料 金

弁 護 士 、 税 理 士 等 の 報 酬 又 は 料 金

診 療 報 酬

千円

源泉徴収税額

関東信越国税局
源泉所得税３
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（６）非居住者等所得の課税状況

30,714 3,694

2,896,961 130,219

1,752 357

13,059,410 1,180,556

176,877 23,304

129,751 22,783

8,945,885 972,789

1,745,150 235,669

2,052,852 165,715

1,093,927 208,015

- -

3,196,894 323,901

8,688,640 1,192,920

- -

51,367 10,183

42,070,180 4,470,104

調査対象等：

公 社 債 ・ 預 貯 金 の 利 子 等

剰 余 金 又 は 利 益 の 配 当 、 特 定 投 資 法 人 の 投 資 口 の 配 当 等 、
投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）
及 び 特 定 受 益 証 券 発 行 信 託 の 収 益 の 分 配

区　　　　　分

著 作 権 の 使 用 料 又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価

貸 付 金 の 利 子

不 動 産 、 採 石 権 の 貸 付 、 租 鉱 権 の 設 定 又 は 航 空 機 、
船 舶 の 貸 付 に よ る 所 得

　平成28年２月から平成29年１月までに非居住者等の給与等の支払者から提出された「非居住者・外国法人の所得につい
ての所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。

源 泉 徴 収 税 額支 払 金 額

千円 千円

工 業 所 有 権 そ の 他 の 技 術 に 関 す る 権 利 等 の 使 用 料
又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価

賞 金

合　　　　　計

人 的 役 務 提 供 事 業 の 対 価

生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金

機 械 等 の 使 用 料

土 地 等 の 譲 渡 に よ る 対 価

退 職 所 得

役 務 の 報 酬

匿 名 組 合 契 約 に 基 づ く 利 益 の 分 配

給 与 ・ 賞 与 等

関東信越国税局
源泉所得税３

（Ｈ28）
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